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準備書面の直送費用は訴訟費用となるか
―最高裁判所平成26年11月27日決定（民集68巻９号1486頁）―
岡山大学大学院法務研究科准教授
堀　　　清　史
１　事案
　Ｘ（申立人・抗告人）がＹ（相手方）に対して提起した立替金請求訴訟において言い渡された第
一審判決について、Ｘの申立てにより、訴訟費用額確定処分（以下では本件処分という）がされた。
この本件処分に対し、Ｘが異議を申し立てた。Ｘは、異議の理由としては、準備書面の相手方への
直送費用も民事訴訟費用等に関する法律（以下では民訴費用法という）２条２号を類推適用して訴
訟費用になるとし、その結果、本件処分において、ＸがＹに準備書面を直送した費用を訴訟費用額
から除外したのは違法であると主張した。
　原々審は、「民訴費用法の規定及び趣旨に照らせば、同法は、準備書面を直送した費用については
費用負担の対象から除外するものと解される」として、異議申立てを却下した（東京地決平成26年
２月21日民集68巻９号1496頁）。これに対してＸが即時抗告をしたが、原審も、「民事訴訟規則83条
１項による当事者の準備書面の直送に要する費用については、民訴費用法２条２号、11条１項１号
の類推適用がされず、上記の費用は民事訴訟法所定の訴訟費用に当たらないと解するのが相当であ
る」として、抗告を棄却した（東京高決平成26年４月７日民集68巻９号1502頁）。Ｘが原決定に対し
許可抗告の申立をし、許可抗告は許可された。
２　決定要旨
　抗告棄却。
「１　本件は、抗告人の相手方に対する立替金請求訴訟について裁判所書記官が行った訴訟費用の
負担の額を定める処分について、抗告人が異議の申立てをした事案である。抗告人が準備書面の直
送をするために支出した郵便料金（以下「本件郵便料金」という。）が、訴訟費用に含まれるか否か
が争われている。
　２　所論は、裁判所が書面の送達をするため必要な郵便料金は訴訟費用となるのであるから、本
件郵便料金は、民事訴訟費用等に関する法律（以下「費用法」という。）２条２号の規定の類推適用
により訴訟費用に含まれるというのである。
　３　費用法２条２号は、裁判所が民事訴訟等における手続上の行為をするために行う必要な支出
について、当事者等に予納義務を負わせるとともに、その支出に相当する金額を費用とすることに
より、費用の範囲及び額の明確化を図ったものである。
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　これに対し、当事者が準備書面の直送をするために行う支出は、裁判所が何らかの手続上の行為
を追行することに伴うものではなく、当事者が予納義務を負担するものでもない。そして、当事者
が行う支出については、費用法２条４号ないし10号が、費用となるべきものを個別に定型的、画一
的に定めているところ、直送は、多様な方法によることが可能であって、定型的な支出が想定され
るものではない。直送をするためにした支出が費用に当たるとすると、相手方当事者にとって訴訟
費用額の予測が困難となり、相当とはいえない。
　したがって、当事者が準備書面の直送をするためにした支出については、費用法２条２号の規定
は類推適用されないと解するのが相当である。
　そうすると、抗告人が支出した本件郵便料金は、費用法２条２号の類推適用により費用に当たる
と解することはできず、訴訟費用には含まれないことになる。
　４　以上と同旨の原審の判断は、正当として是認することができる。論旨は採用することができ
ない。」
３　評釈
⑴　総論
　本決定に一部賛成し、一部反対する。
　本決定は、準備書面の直送費用について、民訴費用法２条２号の類推適用を否定し、直送費用が
訴訟費用に当たらないことを示したものである。この点については実務上議論があったようである
が、最高裁は、費用法定主義や相手方当事者の予測可能性を根拠として、民訴費用法２条２号の類
推適用を否定した。
　以下では、まず、⑵民事訴訟における訴訟費用、及び⑶送達と送付・直送について、民訴法等の
改正を含めて概観する。その後、⑷準備書面の直送費用が訴訟費用になるかを検討する。
⑵　民事訴訟における訴訟費用
　訴訟費用は、まず一般的な意味における訴訟費用（実質的訴訟費用ともいう）と形式的訴訟費用
に分類することができ、形式的訴訟費用には広義の形式的訴訟費用と狭義の形式的訴訟費用（民訴
法61条にいう訴訟費用ともいう）がある1。
　実質的訴訟費用とは、当事者が個々の訴訟を追行するために必要な経費のことをいうと考えられ
る。この意味での訴訟費用は、後述の形式的訴訟費用に限らず、弁護士費用を含むものであり、訴
1	 兼子一原著『条解民事訴訟法（第２版）』（弘文堂、平成23年）、305頁以下（新堂幸司＝高橋宏志＝高田裕成執筆部
分）の分類による。
判例研究
－115－
訟救助の判断についてはこれを考慮することがありうるとされる2。
　広義の形式的訴訟費用とは、民訴費用法２条に列挙された費用及び額の事をいうとされる。広義
の形式的訴訟費用は、さらに、裁判費用と当事者費用に分けられる。裁判費用とは、当事者から裁
判所を通じて国庫に納付しなければならない費用をいう。当事者費用とは、当事者自身が訴訟追行
上、裁判所に納めることなく、裁判所以外の者に支出する費用で、訴訟費用として法定されている
ものをいう3。民訴費用法２条において、裁判費用としては、例えば、申立ての手数料（民訴費用法
２条１号、同３条）、裁判所のする書類の送達などの費用（民訴費用法２条２号、同11条１項）が含
まれ、当事者費用としては、訴訟書類の書記料など（民訴費用法２条６号）、当事者等の旅費など
（民訴費用法２条４号）が含まれる。
　狭義の形式的訴訟費用とは、広義の形式的訴訟費用のうち、その訴訟手続に関して生じたもの（民
訴法61条参照）に限るとされている。民訴法61条にいう訴訟費用は、この狭義の形式的訴訟費用で
あるとされており、忌避手続のような中間の付随的手続や、証拠保全の費用、及び一定の場合に訴
訟に移行する手続の費用などもここに含まれるとされている。しかし、強制執行費用や仮差押・仮
処分の費用はこれには含まれない4。
　具体的訴訟事件における訴訟費用の負担については、次の通りに定められる。まず、その訴訟の
判決において、裁判所が、訴訟物についての判断と並んで、訴訟費用についても主文で負担を示す
ことになる。原則は民訴法61条に定められているところの敗訴者負担であり、62条～66条ではその
例外が定められている（例えば、原告一部勝訴の場合に、訴訟費用を三分し、その一を被告の負担
とし、その余を原告の負担とする、など）。訴訟費用の裁判においては、訴訟費用の負担者と負担割
合のみが定められ、具体的な額は、申立てにより、第一審裁判所の裁判所書記官が定めることにな
っている（民訴法71条１項）。当事者双方が訴訟費用を負担する場合においては、各当事者の負担す
る費用は、その対当額について相殺があったものとみなされる（民訴法71条２項）。本件において
は、申立人（本案訴訟原告）の負担した額が計28,890円、相手方（本案訴訟被告）の負担した額が
18,500円、訴訟費用の負担割合は各自２分の１ずつ負担とされたようであり、申立人の相手方に対
する費用償還請求権が14,445円、相手方の申立人に対する費用償還請求権が9,250円となる。これが
相殺されたものとみなされるので、申立人の相手方に対する訴訟費用償還請求権は、5,195円とな
る、とされたようである。
2	 笠井正俊＝越山和広『新・コンメンタール民事訴訟法（第２版）』（日本評論社2013年）、262頁（堀野出執筆部分）。
3	 以上につき、前掲注１、306頁。
4	 以上につき、前掲注１、307頁。前掲注２、263頁。秋山幹男・伊藤眞ほか編『コンメンタール民事訴訟法Ⅱ（第２
版）』（日本評論社、2008年）、16頁。
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⑶　送達と送付・直送
　送達とは、特定の名宛人に対し、訴訟上の書類の内容を了知する機会を与えるため、特定の方式
に従い、かつ同時にその公証をしつつ行う通知行為であるとされる5。送付とは簡易な方法での通知
行為であり、直送は送付の一類型である。
　送達については、送達を要する書類が限定されており（訴状について民訴法138条１項、判決書に
ついて民訴法255条１項）、またその方式は民訴法98条以下において法定されている。送達を要する
書類については、旧民訴法と現行民訴法でその範囲が異なる。特に、本決定の取り扱った問題につ
いても影響しうる事情（後述⑷におけるアウ①参照）として、旧民事訴訟法は、準備書面について、
送達をしなければならないと規定していたことを挙げる必要がある。旧民事訴訟法243条１項は、
「準備書面ハ之ニ記載シタル事項ニ付相手方カ準備ヲ為スニ必要ナル期間ヲ存シ之ヲ裁判所ニ提出
シ裁判所ハ之ヲ相手方ニ送達スルコトヲ要ス」と規定していた。これに対し、現行の民事訴訟規則
では、準備書面について直送をしなければならないとしている（民訴規則83条１項）。この変更につ
いては、「単に裁判所の手間を省くというようなことではなくて、相手方に対して、迅速な形で自己
の側の主張等を知らしめることによって、相手方の準備を可能にする、という考え方が背後にあろ
う」6などとされており、「当事者が訴訟進行につき主体的に関与する途を認めるという意味でも、重
要な意義を有している」7と評価されている。もっとも、旧民事訴訟法の規定上は、準備書面につき
送達を要するということになっていたが、実務上は広く送達によらずに直送の運用が行われていた
との記述もある8。このような状況が存在したのであれば、法改正の前後で当事者の置かれた状況は
変わっていないとの評価もありうる。
　送付については民訴規則47条に規定があり、その１項では、「直送（当事者の相手方に対する直接
の送付をいう。以下同じ。）その他の送付は、送付すべき書類の写しの交付又はその書類のファクシ
ミリを利用しての送信によってする」と規定されている。前述の通り、民訴法・民訴規則の改正に
よって、準備書面については原則として直送によることになっている。ただし、直送すべき書類に
ついて、直送を困難とする事由その他相当とする事由がある場合には、当事者は、裁判所に対し、
当該書類の相手方への送付（準備書面については送達又は送付）を裁判所書記官に行わせるよう申
し出ることができる（民訴規則47条４項）とされており、かつ、ここでいう直送を困難とする事由
は緩やかに解されている9ため、準備書面について、例外として、送達又は送付がされることはあり
5	 前掲注１、449頁（竹下守夫＝上原敏夫執筆部分）など。
6	 『研究会　新民事訴訟法―立法・解釈・運用』ジュリスト増刊、165頁（伊藤眞発言）。
7	 最高裁判所事務総局民事局『条解民事訴訟規則』（司法協会、平成９年（第５刷平成15年を参照した））、183頁。
8	 前掲注６、164頁（田原睦夫発言）など。ただし、実際上は、弁護士が訴訟代理人として関与していた事案に限ら
れていた可能性はある。
9	 前掲注７、103頁など。「「相当とする事由」の有無の判断は厳格に行う必要はなく、申出をした当事者が直送の原
則を理解した上で、なお送付の申し出をしているのであれば、申出を認めてもよいこと」とされている。なお、こ
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うる。
⑷　準備書面の直送費用が訴訟費用になるか
ア　議論の概観
　ア　本決定
　本決定は、「費用法２条２号は、裁判所が民事訴訟等における手続上の行為をするために行う必要
な支出について、当事者等に予納義務を負わせるとともに、その支出に相当する金額を費用とする
ことにより、費用の範囲及び額の明確化を図ったものである」ことを重視して、民訴費用法２条２
号の類推適用を否定した。本決定は直送費用が定型的でなく、相手方当事者の予測が困難であるこ
とも理由として挙げているが、これは付加的なものにとどまると解される。最高裁が、相手方当事
者の予測可能性は、費用の範囲・額の明確化がされることにより、結果としてもたらされるもので
あると考えているのではないかということは、民訴費用法２条２号の趣旨として「費用法２条２号
は、裁判所が民事訴訟等における手続上の行為をするために行う必要な支出について、当事者等に
予納義務を負わせるとともに、その支出に相当する金額を費用とすることにより、費用の範囲及び
額の明確化を図ったものである」ということを挙げていることから読み取れる。次の段落において、
これらの趣旨に照らして民訴費用法２条２号を類推適用すべきかを検討しているのであるが、相手
方当事者の予測可能性は、趣旨としては挙げられず、費用の範囲・額の明確化の枠内で検討してい
るように見えるからである。
　したがって、本決定の理由付けとしては、民訴費用法の費用法定主義と、そこから生じる費用の
範囲、額の明確化が重要なものであり、相手方当事者の予測可能性は、付加的なものにとどまるよ
うに思われる。
　イ　民訴費用法２条２号及び２条６号の直接適用の可否
　本決定では直接的には争われていないようであるが、民訴費用法２条２号及び２条６号の直接適
用を検討すること10は重要であると思われる。もっとも、民訴費用法２条２号及び同法11条では裁
判所が主体として実施する「手続上の行為」が対象となるところ、直送はこれには当たらないこと
になり、民訴費用法２条２号を直接適用することはできない（直送を困難とする事由などがある場
合の送達・送付については２条２号及び11条にいう「手続上の行為」に該当する）。また、民訴費用
法２条６号では、訴状や準備書面等の書類の作成および提出の費用が訴訟費用になるとされるが、
ここでいう「提出」は裁判所に対するものであり、当事者が相手方当事者に行う直送については、
ここに含まれないと考えられるため、やはり直接適用することはできない11。
	 の解釈は、「整備規則による改正前の民保規15条２項」における解釈と同様なものであるとされている。
10	 工藤敏隆「本件判批」法学研究88巻12号141頁以下、146頁が詳述している。
11	 以上につき、前掲注10、146頁。
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　ウ　民訴費用法２条２号の類推適用の可否
　本決定におけるＸが類推適用を主張するほか、本決定についての評釈では、民訴費用法２条２号
を類推適用すべきとの意見が多い。
　①　まず、最高裁の理由付けを分析して、「（準備書面の直送は、裁判所の手続上の行為が伴わず、
予納義務を負うものではないということが理由付けに含まれているが）上記直送の趣旨から裁判所
の行為を伴わないこと（予納義務の負担とその手続等の負担が伴わないこと）に意義があり、当事
者の便宜だけではなく、裁判所の利益（負担軽減）のためにも設けられた制度であるので事後的な
手当てが不可欠なこと（そうしなければ直送原則が当事者の負担を増しかねないこと）」を指摘し
て、民訴費用法２条２号の類推適用を主張するものがある（ただし、２条６号の類推適用も同時に
主張されている）12。これは、当事者の主体的な関与や当事者間の積極的な協力の下で手続を迅速に
進行させる意義を有する準備書面の直送制度によって、むしろ当事者への負担が増してしまうこと
を類推適用の実質的な理由とするものであると考えられる13。
　もっとも、⑶で述べた通り、改正の前後で実際の状況に変化はなかったおそれがあるため、この
議論は見た目ほどには強力でない可能性がある。ただし、この可能性にはいくつかの留保を付す必
要がある。まず、改正前の直送の実務は、双方に弁護士が付されていた訴訟に限られる可能性があ
る。そして、本人訴訟においては、様々な理由から、送達が行われていたとすれば、改正の前後で
状況が変化していることになる。したがって、この理由付けは、弁護士が訴訟代理人として選任さ
れた訴訟については当事者への負担が増していないため妥当せず、当事者本人が追行する訴訟につ
いてのみ妥当する、ということになる（その結果、本人訴訟については準備書面の直送費用を訴訟
費用とすべきだ、との結論に至りうる）。そうであるとすると、問題は、訴訟費用について、弁護士
が訴訟代理人として選任された訴訟と、当事者本人が追行する訴訟とで、差異を設けるべきか、と
いうことになる。この点については、規範的には否定すべきであろう。まず、一方のみが弁護士を
訴訟代理人として選任している場合の扱いをどうすべきかが不明確である。また、自己が弁護士を
訴訟代理人として選任するかどうかは選択できるが、相手方が訴訟代理人を選任するかどうかは選
択することができず、一方のみが弁護士を訴訟代理人として選任している場合の扱いと連動して、
自己の選択が訴訟費用についてどのような結果をもたらすかについての予測可能性を著しく低下さ
せることになる14。このため、弁護士の選任された訴訟と、本人訴訟とで差を設けるべきでなく、
12	 川嶋四郎「本件判批」法学セミナー731号（2015年）114頁。
13	 中山幸二「本件判批」平成27年度重要判例解説（2016年）、125頁以下、126頁も同旨か。
14	 なお、訴訟費用の問題において予測可能性を重視すること自体に対する異論もありうる。当事者は少なくとも負け
るつもりで訴訟を追行することはない（特に原告側はそうであろう）ため、訴訟費用がどの程度になるかの予告は
重要ではない、というのである。とはいえ、筆者は、当事者に対するリスクの予告（敗訴した場合に、最大どの程
度の負担があるのかということの告知）は重要であると考える。そのため、訴訟費用の問題においては予測可能性
も重視されるべきである。
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したがって、改正の前後で当事者の負担は増していない、ということになろう。とはいえ、この議
論からすると、①の理由付けを完全に否定できるわけではないので、一部の準備書面の直送費用が
訴訟費用になる可能性は肯定できるかもしれない。
　②　次に、直送制度の趣旨やその利用促進を図るとの理由付けから民訴費用法２条２号の類推適
用を肯定する見解がある15。ただし、「場面こそ共通するとはいえ「送達」と「送付」をあえて性質
の違うものとして区別している現行法規則の建前との乖離はあり、「送付」を「送達」に準じるもの
と考えることが、６号を類推するよりも無難とまではいえないように思われる」として、民訴費用
法２条２号の類推適用を否定はしないが、同法２条６号の類推適用の方が無理がないとする。
　③　最後に、「訴訟費用の範囲および額を定めるに際しては、算定の確実性や容易性といった技術
的要請だけではなく、民訴費用法の究極的な目的である当事者間の公平の理念も考慮する必要があ
る」とした上で、「訴訟費用の敗訴者負担原則の趣旨、および準備書面の直送を原則とした趣旨に照
らせば、準備書面の直送費用を訴訟費用として扱うことが、当事者間の公平に合致するものと解さ
れる」とする見解がある16。まず、訴訟費用の敗訴者負担原則との関係では、「民訴法61条が規定す
る訴訟費用の敗訴者負担原則は、訴訟上正当な権利を主張する者が要した費用は、それを必要とさ
せた相手方が負担するのが公平であるとの趣旨に基づく」ので、「この趣旨に照らせば、当事者が訴
訟を追行する上で、手続法上の義務に基づいて行った支出は訴訟費用に含まれるべきである」とす
る。そして、準備書面の直送については、「民訴規則83条１項は当事者に準備書面の直送を義務付け
ていることから、勝訴当事者が準備書面の直送のためにした支出は、訴訟費用として敗訴当事者に
負担させることが公平に合致する」とされている。このことは、弁護士費用が例外的に訴訟費用に
含まれる場合の扱いとも整合するとされている17。また、準備書面の直送を原則とした趣旨との関
係では、準備書面について直送を原則とした趣旨が、手続の迅速化・費用の低廉化、当事者の訴訟
への主体的関与の拡大にあるにもかかわらず、直送費用を訴訟費用としないと、送達・送付の場合
にはその費用が訴訟費用に含まれることとの均衡を失することになる、とされる18。さらに、類推
適用すべき規定について、２条２号か２条６号のいずれが適当かという点については、費用額の算
定方法の類似性という見地から、２号の類推適用が適切であるとしている19。
　エ　民訴費用法２条６号の類推適用の可否
　上記ウ②の見解であるが、直送について、「裁判所への提出を中間省略して、裁判所の代わりに、
相手方に送付していると考えることも十分に可能である」として、民訴費用法２条６号の類推の基
15	 川中啓由「本件判批」新・判例解説Watch18号（2016年）121頁以下、122頁。
16	 前掲注10、147頁。
17	 前掲注10、147頁。
18	 前掲注10、147頁。
19	 前掲注10、148頁。
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礎があるとする20。これに対して、（２条６号の類推適用を積極的に排除はしていないが）費用額の
算定方法の類似性という見地から、６号よりも２号の類推適用がより適切であると解されるとする
見解がある（上記ウ③の見解）21。
イ　検討
　本決定の議論も、これに反対して民訴費用法２条２号ないし６号の類推適用を主張する見解のい
ずれも、相応の説得力を有しているように思われる。特に、このうち、ウ③の見解が、訴訟費用の
範囲及び額を定めるにあたって、民訴費用法の究極的な目的である当事者間の公平の理念を考慮す
べきであるとする点については、積極的に賛成したい。直送制度が当事者の主体的関与を増進する
ために導入されたのであれば、準備書面の直送費用が訴訟費用となるかどうかについて検討する際
には、当事者間の公平を考慮しなければならないであろう。
　しかし、当事者間の公平の具体的な考慮要素として挙げられている、訴訟費用の敗訴者負担原則
の趣旨と準備書面の直送を原則とした趣旨についての検討には、異論がありうる。
　まず、前者については、民訴法61条の規定する訴訟費用の敗訴者負担原則と「当事者が訴訟を追
行する上で、手続法上の義務に基いて行った支出は訴訟費用に含まれる」という議論との関係が明
瞭ではない。
　これは、両者は並列的な関係にあるだけであり、論理的な結びつきが弱いのではないか、という
ことである。まず、訴訟費用の敗訴者負担原則の背後にある考え方として、勝訴は、訴訟において
正当な権利利益を主張したがゆえの結果であり、そこで要した費用はそれを必要とさせた相手方に
負担させるのが当事者の公平にかなうというものがあり、これは、それ自体として、準備書面の直
送費用を訴訟費用とする理由として扱いうる。準備書面の直送が正当な権利利益の主張に必要なの
であれば、これを訴訟費用とすべきだ、という主張だからである。つぎに、手続法上の義務に基づ
く支出については訴訟費用とすべきだ、という考え方は、これも、それ自体として、準備書面の直
送費用を訴訟費用とする理由として扱いうる。義務に基づく行為なので、公平の観点から訴訟費用
とすべきだ、ということだからである。しかし、両者を結び付けることは、それぞれの説得力をむ
しろ減殺するのではないかという懸念がある。訴訟費用の敗訴者負担原則との関係において留意す
べきであるのは、当事者は、義務に基づいてではなく、必要に基づいて主張をしているということ
である。少なくとも、民事訴訟法的な意味において、当事者が主張する義務を負うことは稀である。
準備書面の直送は、その主張を準備するために行われるものであるため、これも、究極的には必要
に基づく行為とみることが可能である。しかし、手続法上の義務に基づく支出であるから、という
理由付けにおいては、文字通り義務が問題とされており、直接の接続は困難ではないかと思われる。
20	 前掲注15、123頁。
21	 前掲注10、148頁。
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そして、仮に、手続法上の義務に基づく行為に要する費用を訴訟費用とすべきだ、という理由が公
平に基づくものであるとすれば、下記の、公平に関する議論が妥当することになろう。
　次に、後者、すなわち準備書面の直送を原則とした趣旨との関係については、いずれの当事者の
準備書面についても、その直送費用が訴訟費用とならないとすることは、理念上は公平に合致しう
ることを挙げることができるであろう22。少なくとも、公平の概念の理解として、すべての準備書
面の直送費用が訴訟費用にならないとすることは、排除されていないと思われるということである。
ただし、このような理由付けからすると、一定の準備書面の直送費用については、訴訟費用になる
ことを基礎づけられるように思われる（後述）。
　以上のように考えると、当事者間の公平を重視する上記③の見解によっても、本決定を否定しき
ることは困難ではないかと思われる。費用法定主義を厳守し、費用の範囲及び額の明確性を保つこ
とは、原則としては、当事者の公平にかなうと言いうるし、明文のないところで直送費用を訴訟費
用とすることには、当事者の予測可能性の見地からして問題があるからである。
　ただし、当事者間の公平を重視することから、例外を認めるべきである。具体的には、被告の提
出する答弁書23については、その直送費用を訴訟費用とすべきである。まず、原告の提出する訴状
については、攻撃又は防御の方法を記載した訴状は準備書面を兼ねる（民訴規則53条３項）として、
攻撃防御方法についての記載を含んだ訴状が送達されうるところである。そして、これは裁判所の
行う送達であるため、当然に、民訴費用法２条２号及び同法11条の適用があり、送達の費用が訴訟
費用となる。これに対し、答弁書は、訴状の送達を受けた被告が最初に提出する準備書面である（民
訴規則80条）が、準備書面であるために、直送しなければならず（民訴規則83条１項）、本決定をそ
のまま当てはめると、その直送費用は訴訟費用にならない。しかし、これは当事者間の公平に反す
るというべきである（民訴法158条も参照のこと）。したがって、答弁書の直送費用については、例
外として、その直送費用を訴訟費用とすべき実質的な理由があるものと考えられる。そして、この
例外は、訴状と答弁書の実質的な類似性を根拠としているため、民訴費用法２条２号24を類推適用
22	 なお、送達及び送付との不均衡については、当事者のする直送が裁判所のする送達及び送付とは異なるという理解
も十分にありえ、このような理解によれば、不均衡とは言い難いであろう。
23	 なお、民訴規則80条１項には、「やむを得ない事由によりこれらを記載することができない場合には、答弁書の提
出後速やかに、これらを記載した準備書面を提出しなければならない」とある。この、答弁書を補充するための準
備書面をどのように扱うかには議論がありうる。当事者の公平性について検討すると、原告は、訴状については十
分に準備する時間があると考えられることとの対比で、被告は、（交渉等の経緯によっては）突然訴状が送達され
ることがありうる。このような原・被告間のバランスから、この準備書面については、答弁書と一体のものとして
扱うべきであり、この準備書面の直送費用は訴訟費用になるというべきである。他方、規則81条に規定される、答
弁書への反論の準備書面については、原告は十分に準備して訴えを提起すべきであったとすれば、この準備書面の
直送費用を訴訟費用とする理由はないというべきであろう。
24	 民訴費用法２条２号を類推適用する場合、予納義務を認めることになるのではないか、ということが問題になりう
る。ただし、民訴費用法12条１項自体、「他の法律に別段の定めがある場合及び最高裁判所が定める場合を除き」
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すべきである25。
　ただし、以上の議論については、現行法を前提としたものであり、立法において準備書面の直送
費用を訴訟費用とすることについては、望ましいことでもあると考える。その場合、訴訟費用の回
収を強化する方策が伴っている必要があろう。
⑸　小括26
　以上より、本稿では、本決定に基本的には賛成するが、例外として答弁書の直送費用については
訴訟費用となるということを認める点では、本決定に反対する。この結果、ＸのＹに対する訴訟費
用の償還額は、本来、本件処分において示された額よりも低額であった可能性がある。
	 という留保を付しているほか、12条２項の適用が考え難いこと（もっとも、この点は逆に類推を否定する根拠とも
なりえないではない）、類推適用であること、などを考え併せると、準備書面の直送費用については予納義務を認
める必要はないのではないかと思われる。
25	 後掲注26の研究会において、準備書面の直送費用を訴訟費用とする場合、受領書面（民訴規則83条２項）の直送費
用は訴訟費用になるか、とのご指摘を頂戴した。準備書面の直送費用を訴訟費用とする以上、その受領書面の直送
費用も訴訟費用とすべきであろう。すべての準備書面の直送費用を訴訟費用とする見解においてはそれらの準備書
面についての受領書面の直送費用が、本稿の結論であれば、答弁書（意味は注23の通りである）についての受領書
面の直送費用が、それぞれ訴訟費用になるというべきである。
26	 本稿の内容については、2016年７月15日開催の岡山民事法研究会で報告の機会を頂戴した。研究会においては、ご
出席頂いた先生方から貴重なご意見、ご指摘を頂戴したが、本稿には十分に反映させることができなかった。今後
の課題としたい。
